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1.3 SDGs達成への貢献 

1.3.1 SDGs達成における本事業の位置づけ 

1. 事業開催の意義 

大阪・関西万博のテーマは「いのち輝く未来社会のデザイン」である。このテーマの下で行わ

れる一連の活動は、「誰一人取り残さない」という誓いに裏打ちされた持続可能な方法で多様性

と包摂性のある社会を実現することを究極の目的とする国際連合の SDGsと合致するものである。 

大阪・関西万博では開催の意義の 1つとして、「SDGs達成・SDGs+beyondへの飛躍の機会」を掲

げている。大阪・関西万博が開催される 2025 年は、SDGs の目標年である 2030 年の 5 年前であ

り、SDGs達成に向けたこれまでの進捗状況を確認し、その達成に向けた取組を加速させる絶好の

機会となる。同時に、中長期的な視野を持って未来社会を考えることを通じて、2030 年の SDGs

達成にとどまらず、その先（+beyond）に向けた姿が示されることも期待される。 

2025年に日本において大阪・関西万博を開催することは、SDGs達成・SDGs+beyondへの飛躍の

機会となる。 

 

2. 事業コンセプト 

大阪・関西万博のコンセプトは「People's Living Lab（未来社会の実験場）」である。これは、

テーマを実現するアプローチであり、万博のスタイルをより実践的な行動の場へと進化させるこ

とを狙うため、本万博で行われる事業のガイドラインの役割を果たす。本万博の会期前から多様

な参加者がそれぞれの立場からの取組（例えば、健康・医療、カーボンニュートラル、デジタル

をテーマにしたもの等）を持ち寄り、SDGs達成に資するチャレンジを会場内外で行い、未来社会

をただ考えるだけでなく、行動することによってリアルに描き出そうという試みが、本万博の最

大の特徴と言える。万博会場を新たな技術やシステムを実証する場と位置づけ、多様なプレイヤ

ーによるイノベーションを誘発し、それらを社会実装していくための巨大な装置としていく。 

 

3. レガシーの継承 

大阪・関西万博は、後述の事業構成に示すとおり、「世界との共創」、「テーマ実践」及び「未来

社会ショーケース」を万博会場内外、また会期前から実践していく。 

これらを通じて、来場者や参加企業・団体が、後の社会に根付く新たな技術、サービス及びシ

ステムに触れること、また、SDGs達成や SDGs+beyondに向けて自らが取り組むことにより、それ

ぞれの考え方に変化が起こり、会期後の行動変容に繋がっていく。このように、大阪・関西万博

がてことなり、その理念・成果をレガシーとして後世に継承していくことも本万博の開催意義の

一つである。 

 

1.3.2 SDGs達成への貢献が期待される取組み 

SDGs達成への貢献に向けた取組として、大阪・関西万博では、万博の目的であるテーマの実現

に向けて、People's Living Lab（未来社会の実験場）というコンセプトのもと、「世界との共創」

「テーマ実践」「未来社会ショーケース」の 3つの事業を実施する。 

 

1. 世界との共創 

世界との共創は、大阪・関西万博の 3つのサブテーマを通じて、テーマの実現を目指す。世界
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各国の公式参加者（参加国や国際機関）が、それぞれの立場から SDGs 達成に向けた優れた取組

を持ち寄り、会場全体で SDGsが達成された未来社会の姿を描く。 

・公式参加者の取組 

公式参加者は、「いのち」について各国が展示するトピックスを設定する際の視座として、サ

ブテーマである 3つの Livesから 1つ以上を選択、さらに、SDGsの掲げる 17の目標のいずれか

1つ以上に取り組むこととする。 

 

公式参加パビリオンのテーマ展開トピック例 

 

 

2. テーマ実践 

テーマ実践は、「いのち輝く未来社会」を大阪・関西万博の会場に描き出すことでテーマの実

現を目指す。主催者が中心となり、様々な参加者と共創し事業を企画し、企業や NGO/NPO等、行

政と共に、テーマが実現された未来社会の姿を会場内に創り出す。 

・テーマ実践の例：「TEAM EXPO 2025」プログラム  

会期前より 2025 年に向けて、大阪・関西万博のテーマである「いのち輝く未来社会のデザイ

ン」を実現し、SDGs の達成に貢献するために、多様な参加者が主体となり、理想としたい未来社

会を共に創り上げることを目指す取組である「TEAM EXPO 2025」プログラムを推進する。 
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このプログラムでは、国内外において、大阪・関西万博のテーマの実現に向けた様々なアイデ

アやノウハウを持ったチームによる主体的な取組を募集・支援していくとともに、テーマを軸と

して多くの実践者や有識者が議論を行うテーマフォーラムを開催し、テーマの浸透・発信を行う。 

このようなプラットフォームの提供を通じて、テーマの実現に向けた活動を促進し、より実践

的で優れた取組（ベストプラクティス）の創出へと繋げていく。ベストプラクティス等について

は、未来社会の実験場たる大阪・関西万博内でも注目されるよう会期中に会場内のベストプラク

ティスエリアで展示・展開するとともに、会場外やオンライン上でも発信し、その成果を披露す

る。 

対象は、企業、教育・研究機関（大学・研究所等）、国・政府関係機関、国際機関、自治体、

NGO/NPO、市民団体等多くのステークホルダーの参加を期待している。 

「TEAM EXPO 2025」プログラムの参加方法は 2つあり、「共創チャレンジ」と「共創パートナ

ー」である。「共創チャレンジ」とは、大阪・関西万博のテーマである「いのち輝く未来社会のデ

ザイン」を実現するため、自らが主体となって未来に向けて行動を起こしている、または行動を

起こそうとしているチームの活動のことである。「共創パートナ

ー」とは、当プログラムに賛同いただき、自らが主体的かつ継続

的に当プログラムに合った独自の活動を展開していただくこと

で、多様な共創チャレンジの創出・支援を担っていただく法人・

団体のことである。 

「TEAM EXPO 2025」プログラム参加状況（2022年 3月末時点） 

共創チャレンジ登録数 460チーム ／  

共創パートナー登録数 162団体 

 

 

3. 運営計画における配慮 

大阪・関西万博は、その運営においても SDGs 達成を実現するため、環境や社会への影響を適

切に管理し、持続可能な万博の運営を目指す。 
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・サステナブルな万博運営 

会期前の計画段階から会期中、会期後にわたり、脱炭素社会の構築や循環型社会の形成、自然

との共生や快適な環境の確保に取り組み、サステナブルな万博運営を実現する。 

省 CO2・省エネルギー技術の導入や再生可能エネルギー等の活用により、温室効果ガスの排出

抑制に取り組むとともに、リサイクル素材やリユース・リサイクル可能な部材を積極的に活用す

る等 3Rに取り組み、資源の有効利用を図る。 

・インクルーシブな万博運営 

大阪・関西万博は世界各国、また多様な人々の協力により成立する事業である。来場者やスタ

ッフを含む参加者において多種多様な人々が積極的に、また安心して参加できる環境を整えると

ともに、本万博からテーマに基づく多様な考え方を発信できるよう、インクルーシブな万博運営

を実現する。 

万博運営において幅広い参加機会を提供することや、大阪・関西万博に携わるスタッフの就業

環境の整備等、参加者一人一人を尊重した万博運営を目指す。 

加えて、万博会場ではテーマに基づき、いのちや食、学び等の多様な価値が創出されるよう取

り組むことで、SDGs の達成に貢献する。 

 

大阪・関西万博の準備、運営を通じて持続可能性の実現に向けた方策を検討するため、2021年

12月に持続可能性有識者委員会を設置した。 

本委員会では、脱炭素、資源循環など持続可能性の観点から配慮すべき分野などについて、専

門的見地から意見及び提案を行うと同時に、持続可能な万博運営に関して議論を行い、第 1回委

員会を 2021 年 12月に、第 2 回委員会を 2022 年 1月に、第 3 回委員会を 2022 年 2 月に開催し、

2022年 4月に「持続可能な大阪・関西万博開催にむけた方針」及び「EXPO2025 グリーンビジョ

ン（2021年 6月に公表したものを改定）」を公表した。 

持続可能な大阪・関西万博開催にむけた方針では、大阪・関西万博の 3つのサブテーマである、

「Saving Lives（いのちを救う）」、「Empowering Lives（いのちに力を与える）」、「Connecting 

Lives（いのちをつなぐ）」をもとに、5つの大目標「People(いのち、ひと、健康、福祉)」、「Planet(生

態系、環境)」、「Prosperity(サプライチェーン、バリューチェーン)」、「Peace(平和、公正、イン

クルーシブネス)」、「Partnership(協働)」を掲げ、活動の方向性を示した。 

また、持続可能性に配慮した調達のあり方などについて検討するため、本委員会の下部組織と

して、2022年 3月に「持続可能な調達ワーキンググループ」を設置した。地球温暖化や資源の枯

渇などの環境問題や人権・労働問題の防止、公正な事業慣行の推進や地域経済の活性化等への貢

献を考慮に入れた調達を実現するための基準や運用方法等を定めた調達コード（案）についても、

公表に向けて議論を行っていく。 

今後、脱炭素・資源循環・自然共生を含む各分野において、個別目標や取組み事例を洗い出し、

持続可能性有識者委員会やワーキンググループで外部の声も聞きながら議論・ブラッシュアップ

を行い、2022年度末には、個別目標や取組み事例をまとめた「持続可能性計画」を作成・公表す

る予定である。この計画については、PDCAサイクルでの進捗管理、取組の継続的な改善・最適化

を図る。また、それぞれの進捗状況についても、適宜、協会ホームページ等で発信していく予定

である。 

 


